
 

Instructions for use

Title 税制の諸類型

Author(s) 小山, 光一

Citation 經濟學研究, 54(1), 1-15

Issue Date 2004-06-10

Doc URL http://hdl.handle.net/2115/6024

Type bulletin (article)

File Information 54(1)_p1-15.pdf

Hokkaido University Collection of Scholarly and Academic Papers : HUSCAP

https://eprints.lib.hokudai.ac.jp/dspace/about.en.jsp


経済学研究 54-1

北海道大学 2004.6 

税制の諸類型

小山光一

1.序論

本稿では，支出税，キャッシュ・フローの法

人税，フラット税，および、包括的所得税を検討

する。とれらの税は，税の極端な姿として捉え

られる一方で，税制改革を考える際に，現行税

制の相対的位置を確認する礎としての役割を果

たしている。

多くの経済学者は，税の究極的な姿は何であ

るかを模索してきた。例えば.Fisher (1937) 

やKaldor(1955)は支出税を最も望ましい税

制と考えている。この税では，支出するときの

み課税する仕組みになっており，資産所得に対

する課税はない。 Shoup(1949)は，すべての所

得を合算して累進課税を適用する包括的所得税

を基本にシャウプ勧告を提案している。また，

Hall=Rabushka (1984)はフラット税を提案して

いる。租税政策の役割を担う所得控除の項目を

ほとんど廃止するととによって，課税ベースを

拡大し，税率の引き下げを図っている。この際，

重要なことは，所得税と(法人税を含む)事業

税の税率が一つの単一税率になっていることで

ある。

本稿では，乙れらの税のメカニズムを解明す

ることを目的に書かれている。基本的な問題意

識は， 日本の税制はこれらの究極的な税の中で

相対的にどのような位置にあるのかを検討し，

望ましい税制改革を考える上での足がかりを見

つけたいというととである。これらの究極的な

モデルがどのようなメカニズムを生じさせるの

かという問題は従来，十分検討されてとなかっ

たと思われる。本稿では，制度の経済分析の観

点から，これらの究極的なモデルを取り上げ，

制度を重視しながらこれらのモデルの構造を概

観し，制度とそのメカニズムの関係を考察する。

現実の問題として，わが国の最近の税制改革

において，何を究極の姿として考えているのか

が明確でない。例えば，金融商品はすべてまと

め，同一の税率で課税するという案が存在す

る。確かに，異なる金融商品ごとに所得の分類

や税率が異なるのは，税の公平や簡素という観

点から是正されるべきものである。しかしそれ

では，究極的に何を求めているのか。スウェー

デンのような二元的な所得課税を求めているの

か，フラット税を求めているのか，あるいは包

括的所得税を求めているのか，または近視眼的

な改革の連続なのかがはっきりしない。

税制改革において最も重要なことは，制度と

そのメカニズムを解明していくことである。支

出税，キャッシュ・フロー法人税，フラット税，

および包括的所得税といった異なる制度は，異

なるメカニズムを生じさせる。乙れらの制度を

分析し， これらのメカニズムを解明して，制度

とそのメカニズムの解明を図っていくこととそ

最も重要な課題である。制度分析の観点か

ら 1つの税制とそのメカニズムの解明を体

系的に図っていくととは，いま必要とされる税

制改革の基礎にほかならない。

本稿は，わが国の現行の税制の相対的位置を

明確にし，今後の税制改革の方向を探る上での

足がかりを見つけるために，究極のモデルを比

較検討している。本稿の構成は以下の通りであ

る。第2節ではブルー・プリントに代表される

支出税を検討している。第3節では，ミード報
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告で示されているキャッシュ・フローの法人税 納税額の算定

を検討している。第4節では， Hall=Rabushka 課税対象となる消費CTは，所得の合計額Y

によって提案されたフラット税について考察し と受取贈与・遺産額E。から貯蓄Sと子供など

ている。第5節では，カータ一報告に代表され

る包括的所得税を論じている。全体として，制

度に重点をおき，制度がどのようなメカニズム

を生じさせるかを考える出発点となることを意

図している。

2.構造の比較

以下で，支出税，キャッシュ・フローの法人

税，フラット税，および包括的所得税の構造を

検討する。

2. 1 支出税

支出税として古くはFish巴r(1937)，代表的な

ものとしてKaldor(1955)が存在する。 Andr巴ws

(1974)による新たな展開を経て， Lodin (I978) ， 

Mead巴報告(1978)，Bradford (1984)， および、

Aaron=Galper (1985)が異なるタイプの支出税

の提案を行ってきている。ここではBradford

(1984)において提案されている支出税を検討

する。

支出税は，消費に対して個人段階で課税する

直接税である。課税単位は家族であり，納税者

は自分の家族の所得と資産の増減額を税務当局

に申告し，両者の差額である消費に対して課税

される。乙の場合，課税ベースは所得から貯蓄

を控除した金額であるため，消費しないで貯蓄

すれば課税されるととはない。すべての所得

は，所得が発生する時点では課税されず，個人

が消費する時点で一回だけ課税される。このた

め，資産の蓄積が課税されるととはない。

同じ消費課税である消費税(付加価値税)の

場合は，支出税と異なり，納税者が家族の消費

に対応する金額を申告するわけではない。消費

税の場合，事業者が販売の際に受け取った消費

税額と仕入れに支払った消費税額の差額を納税

するが，最終的に消費者が税を負担している。

に与えた贈与・遺産額Eを控除した金額であ

る。

(1) CT == Y + Eo-S -E 

但し，親などからもらった受取贈与・遺産額Eo

は，消費しないで貯蓄すれば，課税ベースに入

らないのでEo==0となる。支出税における課

税消費は，課税対象となる消費CTから人的控

除額D(n)を控除した金額である。ここで，人

的控除額D(n)は家族の人数nに依存する。支

出税額Tcは，税率をたとして，

(2) Tc == tc [CT一D(n)]

として求められる。

(1)式における所得の合計額Yは，わが国の

所得で分類すれば，給与所得，事業所得，不動

産所得，雑所得(年金など)，山林所得，およ

び退職所得の合計額である。乙の中に資産所得

である利子，配当，および譲渡所得は含まれな

い。ここで，事業所得，不動産所得，および山

林所得といった事業の所得は，通常通り，収入

から必要経費を控除したものである。ととろ

が，給与所得の場合， 日本では必要経費とみな

されている給与所得控除は適用されず，実際に

かかった実費のみ控除できる。同様に，退職所

得においても，退職所得控除は適用されず，収

入そのものが所得となる。

また，所得控除において，認められるのは基

礎控除と扶養者控除のみで，それ以外のすべて

の控除は認められない。例えば，社会保険料控

除は一切，認められない。支払う社会保険料は，

現行のアメリカの制度と同様に，納税者の課税

ベースに含まれる。また，配偶者控除，医療控

除，生命保険料控除，損害保険料控除，寄付金

控除，および、雑損控除なども認められない。乙

のように，政府の裁量で各種の所得の大きさを

調整したり，所得控除を認めたりする租税政策
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は完全に放棄されている。

例 1

いま，支出税を具体的に計算してみよう。給

与収入が700万円，不動産所得360万円，譲渡

所得が50万円，配当が50万円，利子が 100万

円ある家族で，妻は専業主婦，子供が小学生以

下で 2人いるとしよう。また，社会保険料控

除70万円，医療費は45万円，生命保険料控除

額は 5万円とする。給与収入については，こ

れを得るために実際にかかった必要経費は 100

万円であるとする。

まず，乙の場合における平成 16年分の日本

の所得税を計算しておこう。この場合，以下の

ようになる。まず，給与所得の場合，必要経費

は実費 100万円ではなく，それよりも大きい金

額の給与所得控除を利用できる。

給与所得510万円=給与収入700万円

-給与所得控除 190万円

総合課税対象の総所得金額870万円=

給与所得510万円十不動産所得360万円

所得控除262万円=人的控除 152万

十社会保険料控除70万円

+医療費控除35万円

+生命保険料控除 5万円

ここで，

人的控除 152万円=基礎控除38万円

+扶養控除76万円+配偶者控除38万円

従って，

課税所得608万円=総所得金額870万円

一所得控除262万円

所得税の税率構造は，課税所得が330万円未

満のとき税率 10%，330万円以上で 900万円未

満のとき税率20%なので，所得税は88.6万円

となる。これに，利子100万円に対して税率

15%の源泉分離課税なので所得税は 15万円，

譲渡所得と配当に対しては税率 7%の源泉分

離課税で税額は 7万円となる。以上から，所

得税の合計額は 110.6万円となる。

次に，支出税の場合を検討しよう。乙の家族

の平均貯蓄性向は 20%であるとする。まず，

給与収入について，給与所得控除は認められ

ず，実費 100万円のみ控除されるので，給与所

得は600万円である。従って，利子と譲渡所得

を除く所得総額は以下のようになる。

所得総額960万円=給与所得600万円

+不動産所得360万円

ここで，貯蓄額は，利子，配当，および、譲渡所

得を所得総額960万円に加えた金額 1，160万円

の20%であるとしよう。このとき，

消費額728万円=所得総額960万円

-貯蓄額232万円

課税消費は，消費額から上記の人的控除を差し

引いた金額なので

課税消費576万円=消費額728万円

一人的控除 152万円

いま，支出税の累進税率構造を以下のように

設定する。課税消費が330万円未満の場合は税

率13%，330万円以上から 900万円までは 26%

としよう。乙のとき，支出税は 106.86万円と

なる。さらに，利子と株式の譲渡所得は所得総

額に含まれず，課税対象から除外されていると

とに注意すべきである。利子，配当，および、譲

渡所得は，これらを消費に回さない限り課税さ

れず，ことではこれらが20%の貯蓄の一部と

考え，非課税とする。従って，支出税における

税負担の合計は 106.86万円となる。

適格勘定と前払勘定

支出税において，課税ベースである消費は所

得と資産の増減の差額であるため，税務当局は

資産を正確に把握する必要がある。個人のすべ

ての資産は金融機関などの口座で管理され，金

融機関は口座にある貯蓄額の変動を税務当局に

報告する義務がある。税務当局は，個人資産の
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変動に関して，納税者の申告とそれを裏付ける

金融機関の報告に基づいて納税者の税額を最終

決定する。

金融機関などが管理する口座の中に，貯蓄性

預金，株式，国債，社債などすべての金融資産

が含まれる。金融機関の口座は以下の 2つの

タイプに分類される。

I.適格勘定

納税者が適格勘定を用いて，貯蓄する場合と

との勘定から借入れを行う場合は，以下のよう

な扱いになる。

1 -1.納税者の貯蓄については，適格勘定に

貯蓄する時点で課税ベースから控除される。将

来，消費のために適格勘定の口座から資金を引

き出すと，引き出した金額が課税ベースに算入

される。言い換えれば，貯蓄の収益としての利

子，配当，および、キャピタル・ゲインは，この

口座から引き出さない限り，課税されるととは

ない。

1 -2.納税者が口座から資金を借入れる場合，

借入金は課税ベースに含まれるが，元本と利子

の返済は課税ベースから控除できる。但し，借

入金を用いて投資資産を購入する場合，課税ベ

ースは借入金の金額だけ拡大すると同時に同額

の投資だけ縮小するため，相殺されて課税ベー

スは不変となる。

II.前払勘定

前払勘定は，主に住宅や自動車などの耐久消

費財の場合の税務執行上の問題を回避するため

に設定されている。耐久消費財を貯蓄とみなし

て上記の適格勘定を適用すると，購入時点で購

入費は控除される一方，消費者が将来にわたっ

て消費する耐久消費財のサービスは全く課税ベ

ースに含まれなくなってしまう。この問題を回

避するため，耐久消費財に対して以下で述べる

前払勘定が設定されている。

前払い勘定とは，耐久消費財の消費に対する

税金を前払いしてもらう方法である1)。具体的

1)この方法はAndrews(1974)による。

に，前払勘定の貯蓄と借入れの扱いは以下の通

りである。

II -1.前払勘定の口座に貯蓄する場合，貯蓄

する時点で貯蓄額は課税ベースから控除できな

いが，将来， この口座から引き出す元本と利子

は課税ベースに含まれない。つまり，貯蓄する

ときに貯蓄した金額だけ税金を前払いしておけ

ば，将来にわたってこの貯蓄の元本と収益に課

税されることはない。

II -2.前払勘定の口座から借り入れる場合，

借入金は課税ベースに含まれないが，元本と利

子の返済は控除できない。この場合，課税の観

点から，借入れは全く無かったものと見なされ

る。

以下で，特に利子，配当，キャピタル・ゲイ

ンといった資産所得について，適格勘定と前払

勘定の扱いを比較する。適格勘定で貯蓄されて

いる場合，貯蓄の収益である受取利子，配当，

およびキャピタル・ゲインは，消費するまで課

税されることはない。上記の(1)式を用いて言え

ば，これらの所得を口座から引き出して，貯蓄

Sがマイナスになるとき，税を負担することに

なる。これに対し，前払勘定では，貯蓄の元本

の部分は貯蓄を行うときに税金を前払いしてお

り，将来にわたって収益である利子，配当，お

よびキャピタル・ゲインが課税されることはな

し ~o

特に，キャピタル・ゲインの場合，適格勘定

と前払勘定で扱いは以下のように異なる。

① 適格勘定:購入時に取得価格だけ課税ベー

スが減少し，売却時に売却収入を貯蓄しな

いで消費に回すと課税される。この結果，

売却収入から取得価格の差額であるキャピ

タル・ゲインに対し課税がなされる。

② 前払勘定:資産の購入時に，購入価格だけ

課税ベースは拡大するが，資産の売却は非

課税である。従って，株式などの資産価値

が上昇した場合，キャピタル・ゲインは全

く課税されない。この場合も，税務当局は

資産購入の記録を残しておく必要はない。
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適格勘定と前払勘定の二つの勘定において が成立する。また 2期目に貯蓄を引き出す

ライフサイクルにおける税負担は同じになる。 とき元本と利子は課税ベースに含まれず，借入

この点を簡単な世代重複モデルを用いて検討し

よう。いま，納税者は 2期間を生き，第 1期

が若いときで，第 2期が老後とする。第 1期

において，所得Y1を稼ぎ，借入れをbだけ行

い，消費C1，貯蓄S，および支出税Tlの支払

いに充てる。このとき，納税者の第 l期の予

算制約は以下のようになる。

(3) C1+ (S -b) = y，-T， 
第 2期では，所得Y2と利子率rのときの貯

蓄(1+r) Sを用いて，消費C2，借入れの返済

(1+θb，および支出税の支払いT2を行う。こ

こで，納税者はすべての資産を死亡するまでに

使い果たし，財産を残すことはないと仮定す

る。このとき，

(4) C2=Y2+(1+心(S-b) -T2 
まず，適格勘定のときを検討しよう。このと

き，1 -1と1-2より，貯蓄は課税ベースか

ら控除されるのに対し，借入れは課税ベースに

含まれる。従って，

(5) Tl= t[Ylー (S-b)] 

となる。また 2期自に貯蓄を引き出すとき

は課税ベースに算入され，借入れに伴う元本と

利子の返済は課税ベースから控除できるので，

(6) T2=t[Y2+(1+r)(S-b)] 

となる。 (5)と(6)より，

(7) T1 +エι=t rYl+ ，Y2 1 1+ r -L -• . 1+ r J 

となる。すなわち，納税者の収める支出税の総

額は，納税者が生涯にわたって稼いだ所得の現

在割引価値になる。 (3)一(6)より，

(8) C1+主乙=(1ーt)!Yl十三乙11+ r ，- -， L -. . 1+ r J 

を得る。

次に，前払勘定のケースを考える。このとき，

lI-lと1I-2より，貯蓄は課税ベースから控

除できず，借入金は課税ベースに含まれないの

で

(9) T1= tYl 

れに伴う元本と利子の返済は控除できないの

で，

(10) T2= tY 2 

となる。 (9)と(10)より(7)を得る。納税者の収め

る支出税の総額は，適格勘定と同様に，納税者

が生涯にわたって稼いだ所得によって決定され

る。 (3)，(4)， (9)および(1めより， (8)を得る。以

上より，適格勘定と前払勘定の税収は同一であ

り，納税者の生涯にわたる予算制約も同じにな

ることがわかる。

投資と税収

適格勘定の場合，投資は購入時，課税ベース

から控除されるが，将来にわたって元本と収益

は課税される。この点を政府からみれば，納税

者の投資が行われるとき，政府は投資額だけの

控除を認めることによってこの投資に参加し，

将来にわたって投資の収益の一部を税収として

得ることになる。従って，投資に関して政府と

納税者がリスクを分担している。具体的には，

上記の(5)においてb=Oとおき Sを投資額と

すれば，政府は第 1期に納税者の投資額Sだ

け控除を認めることによって tSの税金を減額

している。言い換えれば，これだけ政府は納税

者に投資をしている。乙のとき，政府は第 2

期でt(1+rlsの税収を得る一方，納税者は残

りの(1-t) (1+θSを受け取る。政府と納税者

は投資収益を分け合う形になっている。

とれに対し前払勘定の場合，購入時に投資額

は課税ベースに含まれるが，将来の元本と収益

は非課税になる。この点を政府から見ると，購

入時に税金を前払いしてもらえるが，将来の投

資収益に政府は参加しておらず，将来の税収は

全く無い。納税者から見れば，投資の時点で前

払いしておけば，将来，収益を全額自分のもの

にできる一方，損失が生じたときは税の控除は

認められない。との点を具体的にみれば， (9)と

(1めで示されているように，税収は投資の収益

に依存しておらず，各期の所得のみに依存して
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いる。

贈与と相続

支出税の場合，財産を贈与または遺産の形で

子供などに移転させるとき，次のようになる。

贈与者(または被相続人)は，与える財産額を

課税ベースから控除できるが，受贈者(または

相続人)は受け取る財産を課税ベースに算入す

る。但し，受贈者(または相続人)は，受け取

った財産を同時に適格勘定で貯蓄すれば，課税

ベースはキ自殺され，税負担は全く生じない。従

って，受贈者(または相続人)が受け取った財

産を貯蓄する限り，贈与や相続によって税負担

はいっさい生じない。資産の蓄積は促進され，

支出税はとれを妨げない。乙の結果，資産格差

は必然的に増大する。

法人の扱い

この支出税の体系の中には，法人に対する税

は存在しない。従って，個人段階の支出税のみ

存在し，法人に対して何らの税も課していな

い。法人は，全く法人税を課されないので，配

当と内部留保は非課税分だけ増加し，より大き

な配当を実現するとともに，内部留保の増加を

背景に株価は上昇し大きなキャピタル・ゲイン

を実現させるととができる。法人所得の部分が

課税されるのは，株主が適格勘定にある受取配

当または株式を売却し，これらを消費に充てる

場合のみである。

メカニズム

まず，情報の問題を検討しよう。支出税が有

効に機能するためには，どのような情報が必要

であるかを検討しよう。支出税の場合，各種の

所得金額ばかりでなく，全ての納税者の資産の

完全な把握が必要となる。支出税は，現行の所

得税よりも多くの情報を必要とする。

具体的には，まず適格勘定の場合，税務当局

は納税者の資産を完全に把握し，すべての取引

の記録を残す必要がある。税務当局が把握して

いない資産を納税者が保有している場合，その

資産を消費のため売却しでも，その消費は課税

を免れることができる。次に，前払勘定の場合，

耐久消費財などを購入した時点で税を前払いす

るので，税務当局は取引の記録を残す必要はな

い。

支出税において多くの情報を必要とすること

は，単に納税者番号の整備ばかりでなく，現実

に執行するには多くの問題が残っていると思わ

れる。

支出税を効率性の側面からみると，支出税は

本来の経済活動を阻害していない。税が経済活

動を歪める一つの例は，貯蓄の二重課税である

と考えられている。現行の所得税では，貯蓄者

の(税引き後)受取利子は投資の(税引き前)

収益率と異なる。支出税では，貯蓄は課税され

ないので，異時点間の消費・貯蓄の選択につい

て中立的である。また，配当の二重課税も生じ

ない。

ところが，支出税で最も問題となるのは，公

平性である。この問題は，公平の概念をどのよ

うに定義するかに依存するロ前述のように，公

平性の基準として，生涯にわたり同一の生涯所

得を稼ぐ人は，同一の税負担は負うべきである

と考えると，支出税は公平な税である。しかし，

支出税の構造から明らかなように，受け取った

遺産は貯蓄すれば非課税である。さらに，法人

税の課されない法人の所得は，株主に流れ，こ

れらの資産所得は消費しない限りすべて課税な

しに蓄積される。相続や贈与においても，個人

に対して全く課税されない。従って，別の税で

ある相続税や贈与税を設定しない限り，資産格

差は拡大し，貧富の増大を招くことになる。

2. 2 キャッシュ・フローの法人税

前節では，個人段階のみの支出税を検討した

が，乙の節では個人の支出税に整合的な法人課

税のあり方を検討する。ことでの議論はM巴ade

報告 (1978)に基づいている。まず，法人のキャ

ッシュ・フローは表 1のようにまとめられる。

表 lにおいて，恒等式として，

(11) R + F + S + T = R + F +吉+1'
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表 1 法人のキャッシュ・フロー となる。

流入 続出

四界!財とサービスの販売額 原材料の購入額
固定資産の売却額 給与および他のサーピ

R スの購入額
固定資産の購入額

R 

金融||借入れの増加 金融資産の増加額
金融資産の減少額 支払利子

i受取利子 F 

F 

株式! 増資 発行株式の減少額

i保有株式の減少額 保有株式の増加額

受取配当 支払配当

s s 

税墨付税額 T 支払税額
T 

が成立する。キャッシュ・フローの法人税の課

税ベースとして，以下の 3つが挙げられる。

1. Rベース

R ベースの課税ベースは表 1の(Rーま)であ

り，実物取引のみが課税対象となる。具体的に，

課税ベースとは，財とサービスの販売収入と固

定資産の売却収入から，原材料の購入費，従業

員に支払う給与，および、固定資産の購入費の合

計額を控除した金額である。 Rベースでは，固

定資産を購入すると，購入時に全額償却が認め

られるが，借り入れに伴う支払利子は控除でき

ない。

Rベースの課税を実際に執行すると生じる問

題は，金融機関に対する課税である。金融機関

は実物の財やサービスを販売していないため，

金融機関の販売収入がゼロ(つまり.R= 0). 

課税ベースはー頁となってマイナスの値をとる

ため，金融機関に対し法人税を課すととができ

なくなる。

II. (R + F)ベースと Sベース
(R+F)ベースでは，課税ベースは(R十F)

(頁十回で，実物取引ばかりでなく金融取引を

含めている。この場合.Rベースと異なり，支

払利子の控除が認められる。また，金融機関へ

の課税が可能となる。金融取引の収入として，

高い利子収入と低い支払利子の差額収入が課税

ベースに含まれるので，課税ベースは(P-Fー頁)

Sベースの場合，課税ベースはほ-s)で，

法人が株主に支払う配当などから法人が増資等

によって調達する金額を差し引いたものであ

る。言い換えれば，株主が法人部門から引き出

した現金のネットな金額が課税ベースとなって

いる。 (11)より，

(R+同一(豆+F)=信一S)+(T-T) 

が成立する。この式から. (R + F)ベースはS
ベースとして扱うことが可能となることがわか

る。

以下では，簡単な設定をおいて(11)を明確に

しよう。いま，財の販売収入から原材料の購入

費を差し引いた金額をPl，(KυL，)と表記する。

ここで.P，は財の価格.f，(K，. L，)は生産関数，

Eは資本ストック.L，は労働量は時期を示

す。給与を w，L，.固定資産の購入額をL 借入

金残高を b，.株式発行残高を S，.配当を D，と

する。このとき，表 1における R.R. F. F. s. S. 
T.およびTは，以下の式でまとめられる。

R = P，f， (K，. L，) .頁=w，L，+ 1， 

F = b'+1-b，. F= rb， 

S = S，+1-s，. s= D， 
T = o. T= Tc 

乙乙で，最後のTとTの 2式は，税の還付T

では無く，税は法人税Tcのみ課されることを

意味している。これらの式を(11)に代入すると，

(1め II，+(b，+ 1-b，) + (s，+ 1-s，) 
= D，+ 1，+ rb，十 Tc

を得る。ここで.II，三pι(K，.L，) -w，L，は(粗)

利潤を示している。以下では，法人税が従来の

所得ベースであるときと，キャッシュ・フロー

税制である Rベース. (R + F)ベース，および
Sベースのときを検討しよう。

ケース 1:所得ベース

所得ベースのとき課税ベースは，支払利子の

控除が認められるので.II，-rb，となる。よっ

て，法人税額Tcは，
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Tc=ら[II，-rb，J 

となる。ここで，ちは所得ベースのときの法人

税率を示す。内部留保RE，は

RE，= (1ーら)[II，-rb，JーD，

となる。乙の式と(12)より，以下の式を得る。

1，= RE，+ (b，+I-b，) + (S，+I-s，) 

投資は内部留保，借入れ，および、増資で賄われ

る。

ケース 2:R ベース

このケースにおける Rおよび互の設定より，

課税ベースは (Rー豆)=司-1，となる。よって，

Tc= tR [II，一 I，J

となる。ここで， tRはRベースのときの法人

税率を示す。この場合，(12)より

(1 -tR) (II，-1，) + (b'+l-b，) + (sけ 1-s，) 

= D，+ rb， 

を得る。

ケース 3:(R + F)ベース
R，頁，F，およびFの設定より，課税ベースは

(R+ Fー頁-P)=II汁(b，+I-b，) -1，-rb，となる。

よって，

Tc= tRF [II，+ (b，+1一b，)ー 1，-rb，J 

となる。ここで， tRFは (R+F)ベースのとき

の法人税率を示す。 (12)より

(13) ( 1 -tRF) [II，+ (b，+I-b，) -1，-rb，J 

=D，一 (s什 1-s，) 

が成立する。

ケース 4:Sベース

Sと吾の設定より，課税ベースは包-S)= D， 

ー(S，+I-s，)となる。よって，

Tc= ts[D，ー (sけ 1-s，) J 

となる。ここで， tsはSベースのときの法人税

率を示す。このとき(12)より

(14) II，+ (b，+I-b，) -1，-rb， 

= (1 + ts) [D，ー (s什 1-s，) J 

が成立する。 (13)と(14)を比較すれば，

(日)717=1+ts，またはら=共←
.L - lRF ょ-'RF 

を得る。従って， (R + F)ベースと Sベースは，
(15)が成立するように二つの税率を調整すれば

同じ課税であることがわかる。

税制と投資の収益率

キャッシュ・フローの法人税は，投資の資本

コストに影響を与えない。以下では， Rベース

とSベースの両方で，借入れ，内部留保，お

よび増資の場合の資本コストは同一になること

を示そう。つまり，キャッシュ・フローの法人

税は投資の収益率を歪めないことを示す。

いま， 2期間を考え， 1期目で資金をIだ

け投資し， 2期目でこの投資は収益率先を生

む。ここで， fKは生産物価格 1のときの資本

の限界生産物の価値を示している。

ケース 1: R ベース

Rベースでは，購入時に全額償却で法人税が

軽減できる。従って，企業はIだけ投資すれば

資本財を1/( 1 -tR)だけ購入できる。以下， 3 

つの財源調達方法の場合を検討する。

① 増資:増資で賄う場合，株主は増資に応じ

Iを投資する。第 l期で1/( 1 -tR)だけの投

資が実現でき，第 2期でfKI/( 1-tR)だけ

の利得(正確には，生産物の増加)を得る。

Rベースでは，この販売収入の増加は法人税

率tRで課税されるので，税引き後の受取額

はたIとなる。結局，株主はIだけ投資したI

の収益を得るので，この投資の収益率はた

である。もし株主が機会費用として利子率r

の金融資産を購入していればrの収益率が得

られたはずであるから，投資基準はたと rと

なる。

② 内部留保:内部留保は上記の増資のときと

同様である。内部留保の場合，株主から見た
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この投資の費用はIである。なぜなら，企業 ③ 借入れ:借入れの場合，企業の投資額を

がこの内部留保を株主に配当として支払った 1/(1ー ts)とする。乙れを株主からみればI

とき， Rベースでは法人税が課されないから だけの投資である。なぜなら，企業がこの借

である。第 2期において，企業はた1/(1一 入額を株主に配当として支払ったとき， sベ
tR)だけの利得を実現するが，税引き後の収 ースでは法人税が課されるので，株主の受取

益はたIとなる。これを株主に支払うと，株 額はIとなる。 Sベースでは，第 2期にお

主の受取額はたIとなり，株主の機会費用を いて，企業はた1/(1-tc)だけの利得を実現

考慮すると，投資基準はた三 rとなる。 し，税引き後の利得から支払利子を控除する

③借入れ:借入れの場合，株主から見た乙の と収益は(fKθν(1-t)となる。これを株

投資の費用はIである。なぜなら，企業がこ 主に配当として支払うと課税されるので，株

の借入れ額を株主に配当として支払ったと 主の受取額は(た-r)1となる。よって，投資

き， Rベースでは法人税が課されないからで

ある。第 2期において，企業はた1/(1-tR) 

だけの利得を実現するが，税引き後の利得か

ら支払利子を控除すると収益は(た-θIとな

る。このとき，株主の受取額はたIで，投資

基準はたと rとなる。

ケース 2:Sベース

Sベースでは，株主に支払う配当が課税さ

れ，増資はその分だけ法人税が減額される。

①増資:増資で賄う場合，第 l期に増資に

より法人税が軽減でき，投資額Iで資本財を

1/ (1-ts)だけ購入できる。第 2期では

fKI/ (1ーts)だけの利得が生じる。 Sベース

では，乙の利得を株主に配当として支払うと

法人税率tsで課税されるので，税引き後の

受取額はfKIとなる。この場合，株主の収益

率はfKである。株主の機会費用を考慮して，

投資基準はた三 rとなる。

② 内部留保 :1/(1ーら)だけの内部留保を用

いるとしよう。乙のとき，株主の投資額はI

である。なぜなら，企業がこの内部留保を株

主に配当として支払ったとき， Sベースでは

法人税が課されるため受取額はIとなる。第

2期において，企業はた1/(1-ts)だけの利

得を実現するが，株主に配当として支払われ

るとき課税されるので，株主の受取額はたI

となる。乙の場合，株主の収益率はfKで，

機会費用を考慮すると投資基準はたと rとな

る。

基準はた三 rとなる。

以上から，キャッシュ・フローの法人税は投

資に中立的であることがわかる。キャッシュ・

フローの法人税は，法人税のみであるが，個人

の課税である支出税と組み合わせることができ

る。乙の場合，貯蓄の収益率と投資の収益率が

等しくなる。現行の所得課税である法人税に個

人段階の支出税を組み合わせた場合，貯蓄の収

益率と投資の収益率は等しくならない。

税収

上記の設定を用いて，Rベースのときの政府

の税収の変化をみてみる。第 1期に法人税は

tRI/ ( 1 -tR)だけ減少するが，第 2期において

法人税収は tR( 1 + fK)I/ ( 1 -tR)だけ培加する。
従って， 2期間にわたる政府のネットな税収

の合計額(現在割引価値)は，

~r-.l土 fK 11 
l-t
R
Ll+r -J 

となる。従って政府は，企業の収益率fKが平

均して利子率rを超えているとき，ネットの税

収を得る。もし fKがrに等しいとき，政府の

税収は無い。

以上から，既に支出税で論じたように，政府

と企業が企業収益を分け合う構造になっている

ことがわかる。第 2期において，政府と企業

はとの超過利益(主-r) 1/ ( 1 -tR)をリスク分担

しており，政府はこの超過利益のうち法人税率

、の割合を受け取り，企業は残り(1ー tR)の割

合を得る。
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以上， Rベースで論じてきたが， sベースで
も同じである。 Rベースでは，実物資産のみの

超過利潤によって税収が生じていた。これに対

し， sベースでは，実物資本か金融資本のいず
れかで生じている超過利潤によって税収が生じ

る。政府と企業は， Rベースと同様に，リスク

分担して将来の収益を分け合う形をとってい

る。

以上のキャッシュ・フローの法人税は，個人

段階の支出税と両立する法人税として提案され

たものである。次に， Ha11=Rabushaka (1995) 

によって提案されているフラット税を検討しょ

つ。

2. 3 フラット税

フラット税は，すべての所得に均一の税率で

課税を行い，即時全額償却を認める税体系であ

り，これは一種の消費税にほかならない。

税は所得税と事業税からなる。所得税は給

与，年金および、退職のみに対して課税される。

事業税は，個人と法人の区別なしに，事業に伴

う所得に課税される。

まず，所得税についてみていくと，所得税は，

給与収入，年金収入，および退職収入の合計額

W に基礎控除D(n)を控除した金額を課税所得

としている。所得税の税額Twは，乙の課税所

得に単一の税率I:wを適用して得られる。

Tw= I:w[W -D(n)] 

ここで，給与などの必要経費は一切認められな

い。従って，わが国の給与所得控除などは認め

られず，収入が全額，課税ベースに算入される。

次に，個人と法人の両方に適用される事業税

を検討する。事業税の課税所得は，販売収入R

から必要経費Cを控除した金額である。事業

税の税額は，課税所得に単一税率九を適用し

て税額Tbが得られる。すなわち，

Tb= tb[R -C] 
ここで，販売収入Rには実物資産の売却収入

を含み，必要経費Cは，財サービスの購入費，

従業員に支払う給与，および、機械・建物などの

購入費の合計額である。これは，キャッシュ・

フロー法人税における Rベースの課税にほか

ならない。従って，必要経費の中に，借り入れ

に伴う支払利子は含まれない。このため，投資

の財源調達を借入れに大きく依存している事業

の税負担は重くなる。また，所得税と事業税の

税率は等しく，

I:w= tb 

が成立し，純粋の単一税率となっている。

所得の扱い

フラット税においても，すべての所得は一度

だけ課税され，二度課税されるということはな

い。給与，年金(雑所得)および退職所得は，

個人段階で人的控除を考慮した形で課税され

る。ここでは，給与収入を得るための必要経費，

日本で言えば給与所得控除は一切認められてい

ない。また，公的年金の場合は，支払う保険料

について，雇用者の支払う保険料は事業税の課

税ベースから控除できないし，従業員が支払う

保険料は所得税の課税所得に含まれる。しか

し，公的年金の給付は，高額所得者を含めて完

全に非課税としている。

事業税の場合は，Rベースで課税されるの

で，金融機関の収入の扱いが問題となる。フラ

ット税では，金融機関の場合，課税ベースはサ

ービスの価格を市場利子率と預金口座の利子率

の差額とし，販売収入をこのサービス価格で評

価した金額としている。

個人事業者の事業所得，不動産所得，山林所

得ばかりでなく，利子，配当，土地・建物等の

キャピタル・ゲインといった資産所得は，すべ

て事業者の段階で徴収され課税が完了する。従

って， これらは個人段階で課税されない。

株式などの金融資産を売却して得られるキャ

ピタル・ゲインは，個人段階でも事業者の段階

でも課税されない。株式等のキャピタル・ゲイ

ンに対する課税は行わない。また，個人が住宅

を売却した場合も，このキャピタル・ゲインは

非課税である。

また，事業所得において損失が生じた場合
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は，繰越は無限に可能である。しかし所得税の

場合，損失の扱いは全く無い。

Rベース課税

事業税は，金融機関を除いて， Rベースの課

税を行う。従って，借り入れに伴う支払利子を

控除しない一方，個人段階では，受取利子に対

して課税しない。フラット税は，課税ベースの

拡大による税率の引き下げと投資の即時償却

によって，投資のインセンティブを高めると考

えられている。また，貯蓄の二重課税が排除で

きるロ

贈与と相続

相続税は廃止されるべきであるとしている。

すべての所得は一度だけ課税するべきで、あり，

相続税は二重課税になる。贈与についても，贈

与とは既に課税された所得の移転であるため，

再び課税する必要は無い。従って，フラット税

の考えでは，資産格差の税制を目的とする相続

税は必要なく，資産の再分配としての税の機能

を重視していない。

例 1の応用

具体的に，フラット税の税額を算定してみ

る。具体的な例としては，支出税の税額を算定

するときの例 1を用いる。まず，フラット税

のうち所得税をみてみようロ乙の場合，課税ベ

ースに含まれるのは給与収入700万円のみであ

る。給与収入を得るために支出した実費 100万

円も控除してもらえない。人的控除について

は，フラット税の精神に沿って，人的控除の金

額を日本の現行の人的控除額の 2倍としょ

う。従って， 乙の場合は 304万円である。この

とき，

課税所得396万円=給与収入 700万円

人的控除304万円

いま，フラット税率を 19%としよう。このと

き，所得税の税額は課税所得に税率を掛けて

75. 24万円になる。

さらに，乙の納税者は不動産所得360万円が

ある。この申告は事業税で行うととになる。い

ま，乙の不動産所得の内訳は，以下のようなも

のであるとしよう。内訳:収入 1，000万円，財

やサービスなどの購入費200万円，従業員への

給与240万円，支払利子100万円，減価償却 100

万円，固定資産の購入は無しロ

このとき，現行の所得ベースでは，収入から

必要経費である購入費，給与，支払利子，およ

び減価償却の合計額を差し引いた金額なので，

課税所得360万円=収入 1，000万円

必要経費640万円

ところが，フラット税はRベースのキャッシ

ユ・フロー税制なので，上記の必要経費のうち

支払利子と減価償却は認められない。減価償却

は購入時に全額，完了している。従って，

課税所得560万円=収入 1，000万円

ー(購入費200万円+給与240万円)

この場合，事業所得の税額は，課税所得560万

円に単一税率 19%を掛けたものなので， 106.4 

万円となる。以上から，フラット税のときの税

額を計算すると，給与の所得税が75.24万円，

不動産所得の税額が 106.4万円で，合計で

181. 64万円となる。

最後に，家計が受け取る利子100万円，配当

50万円，上場株式の譲渡所得50万円は，いず

れも税を負担する必要はなく，納税額はゼロと

なる。利子と配当は事業者の段階で課税され，

個人段階では課税されない。また，株式の譲渡

益は個人段階でも事業者の段階でも課税されな

い。以上から，乙の納税者の税負担は 181.64 

万円となる。

Rベースと投資

いま，フラット税における Rベースの法人

税が投資に与える影響を検討しよう。本質的

に，前述の議論と同様であるが，別の観点から

整理しておく。以下では，乙の場合，財源調達

方法に関係なく，資本コストは利子率に等しい

ととを示そう。いま， 2期間にわたる企業の

利潤を考えるロまず，借入れの場合を検討する。
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第 1期に借入れで財源を調達し投資をIだけ

行い， 2期目に投資財を売却し元金と利子を

返済する。ここでは，投資財の物理的な資本減

耗は無いとする。第 1期の利潤πIは，法人

税T;を控除した金額で，

(16)π1 = f(Ko， L)-wL-T~ 

となる。ここで，資本Koは前期までの投資で

決定され所与である。また，労働Eと賃金率

wは一定である。法人税T;は投資Iが控除で

きるので，

(1カ T~= t[f(Ko， D -w L-IJ 

第 2期の利潤巧は，販売収入から，借入れ

の元利返済と法人税Tiの合計を控除し，さら
に第 2期の期末に投資Iの売却収入を加えた

金額である。すなわち，

(18)η= f(Ko+ 1， L) -w L 

(1 + r)1 -T~+ 1 

ここで，法人税の課税ベースの中に投資財の売

却収入Iが含まれるので，法人税Tiは

(1め T~= t[f(Ko+ 1，L)-wL+口

となる。いま，

(20)π 三 π1+ .7f2 
• 1+ r 

とおき，とれをIについて微分すると，利潤最

大となる点K*で，

θπ(1 -t) [fK (KヘD-r
θ1 1+ r 

つまり，。1) fK(K*， D=  r 
を得る。乙乙で， K*=Ko+I*でFは最適な投

資水準を示す。

次に，内部留保の場合を検討する。とのとき，

第 2期の利潤巧は，

(181η= f(Ko+ 1， D -w L-T~+ 1 

従って，投資が行われるには以下の条件が満た

される必要がある。

θπ(1 -t)fK (K* ， D + rt +1 

θ1 1+ r ー-

つまり，

(22) fK (K* ， L) = r 

を得る。

位1)と(22)より，財源調達方法が借入れと内部

留保の場合，資本コストが利子率に等しいとと

がわかる。特に，以上の結果は，第 1期に投

資が全額，即時償却されていることと，支払利

子の控除が認められないという 2つの仮定に

依存している。

いま，上記の仮定を緩め，資本の購入時に 6

の割合だけ減価償却できる場合を検討する。と

こでは，財源調達は借入れで行われるとする。

乙のとき，第 1期の法人税額は

hめ T~= t[f(Ko， D -w L-81J 

(16)， (1札 (18)および(19)を(20)に代入し， 1で微

分すると，利潤最大化の点で

θπ(1-t)fK (企，L) -(r + t) +t8 (1+ r) ハ

θ1 1+ r 

つまり，

t(1 -8) + r (1 -t 8) 
(23) fK (ま(8)，L)= 噌 >r

が成立する。ここで，ま(8)=Ko+I(8)でI(8)は

最適な投資水準を示す。特に， 8 = 1のとき

fK(ま，L)=rで(21)や(22)と一致し， 8 = 0のとき

fK(え排出>r

となる。

次に，第 1期に全く減価償却を認めない場

合 (8= 0)で，支払利子の控除は認めるケー
スを検討しよう o ここでも財源調達は借入れで

行われるとする。乙のとき，

(191 T~= t[f(民+1， D -w L-r (Ko + 1)] 

(16)， (171， (18)および~(191 を (20)に代入し， 1で微

分すると，
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つまり，

θπ(1 -1) [fK (孟，D-r.] n 

θ1 1+ r 

(24) fK CK. L) = r 
を得る。ここで， K=Ko+IでIはこのケースに
おいて最適な投資水準である。

資本の限界生産力の逓減を仮定し， (21)一(23)

を用いて資本ストックの水準を比較すると，

ま(8)::; K = K* 

が成立する。購入時に全額償却を行わないで，

利子の支払控除を認めないと，資本ストックは

減少する。

この結果は，わが国の外形標準課税に対して

重要な意味をもっ。外形標準課税においては，

給与ばかりでなく，支払利子も課税対象にな

り，かつ購入時の全額償却も認めていない。乙

の場合，上記の結果より，資本ストックは減少

する。また同時に，資本を労働に置き換えれば，

外形標準課税は労働需要を減少させることがわ

かる。

メカニズム

フラット税におけるメカニズムとして以下の

3点を指摘しておく。

第 1に，この税制が有効に機能するために

必要な情報量は，従来の税制よりも，少なくて

済む。個人の場合，給与収入などの金額を知る

だけでよい。また，事業者の場合も， Rベース

の情報で十分であり，法人税法などの必要経費

の複雑な算定方法は必要ない。

第 2に，インセンティブの側面をみてみる。

租税政策として，所得税において，人的控除を

除くすべての所得控除の項目を廃止している。

従来の租税政策を廃止し，課税ベースを拡大す

ることによって税率を引き下げ，勤労意欲と投

資のインセンティブを高める政策をとってい

る。特に，即時償却は，理想的な投資のインセ

ンティブを与えるとしている。

第 3に公平性を検討する。フラット税に対

する批判は，高所得層の税負担が軽減され，中

間所得層の負担が高くなることにある。乙のフ

ラット税に対する批判に対し， Hall=Rabushka 

は，従来の税制において事業所得に対する申告

は過少であり，事業所得からより多くの税収が

確保できれば，中間所得層の税負担は決して高

まるわけではないと反論している。

しかし，前述したように，所得に対して一回

のみ課税し，二重課税を行わないという原則か

ら，相続税や贈与税をすべて廃止すべきとして

いるロ資産所得に対する課税も低い単一税率で

ある。乙の結果，資産格差の拡大は不可避であ

る。効率性に重点をおいているが，資産格差へ

の配慮が十分とは言えない。

2.4 包括的所得税

包括的所得税では，異なる所得をすべて合計

し， 乙れに累進税率を適用して税額を求める。

特に，法人の所得は，配当であるか内部留保で

あるかに関わらず，すべて個人株主に割り当て

る。法人所得に損失がある場合は，損失を個人

株主に割り当て，個人株主の所得税の計算にお

いてこの損失を他の所得から完全に控除する。

乙の意味で，税体系はすべての所得を個人に帰

着させ，個人段階で、課税する仕組みになってい

る。

カータ一報告 (1966)では，法人所得をすべ

て個人株主に割り当てる。徴税の仕組みとし

て，法人税で源泉徴収する方法がとられてい

る。具体的には，法人税率を所得税の最高税率

に設定し，法人所得はすべて法人段階で源泉徴

収する。このため個人段階では，最高の所得税

率の適用者を除き，すべての納税者は還付の対

象となる。乙の結果，一部の納税者が納税する

現金を保有していないケースは生じなくなる。

との場合，キャピタル・ゲインの課税は←貫

した方法が用いられるととになる。キャピタル

・ゲインは，発生ベースではなく，実現ベース

で課税される。株式の売却によるキャピタル・

ゲインの課税は，売却収入から取得費と内部留

保分の合計を差し引いた金額が課税ベースとな

る。つまり，キャピタル・ゲインの計算上，通

常の取得費のととろに，新たに法人所得の留保
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分の持分が加わる。従って，キャピタル・ゲイ

ンの金額は通常よりも少なくなる。

現行の所得課税の問題は，法人所得に対して

まず法人税を課し，さらに配当は株主段階で課

税されるとともに，内部留保に対応し株価が上

昇すると株主のキャピタル・ゲインに課税す

る。このような税制は，貯蓄と投資を阻害し，

財源調達は株式発行よりも借入れを有利にし

て，資金市場を非効率にしていると考えられ

る。また，同族会社の所有者は，配当の二重課

税のため，所得を配当よりも内部留保に回し，

株価をつりあげて税負担を回避できる。包括的

所得税は，現行の所得税のこれらの問題を解決

する 1つの有効な方法であると考えられてい

る。

例 1への応用

いま，前述の例 1のケースを基に，包括的

所得税を算定してみよう。まず，納税者は配当

を受け取っており，ある企業の株主であるヘ

例 1ではとの企業を特定化していないので，

ここで具体的に述べよう。この企業の法人所得

は税引き前で 2億円とし， 1億円が配当，残

りの 1億円は内部留保であるとする。法人税

率は 50%とする。このとき，この企業は法人

税を 1億円支払い，税引き後の配当と内部留

保はそれぞれ 5千万円となる。企業は法人税

の税引き後の配当 5千万円を 100人の株主に

均等に配分すると仮定する。つまり，すべての

株主の保有割合は 1%であるとする。このと

き，株主は一人当たり 50万円を受け取り，こ

の株主の一人が例 1に挙げている納税者であ

るとしよう。

包括的所得税では，この企業の法人所得はす

べて株主に帰属される。従って，税引き前の法

人所得 2億円は， 100人いる株主に均等に配

分され，各株主の持分は200万円となるd この

所得は，納税者の他のすべての所得と合算さ

2 )この株主が保有する譲渡所得は，別の企業の株を売
却したものとする。

れ，乙れに総合課税が適用される。ここで，注

意すべき点は，法人税は所得税の前払いと見な

されるので，支払った法人税 1億円の 1%で

ある 100万円は，各株主が所得税の前払いとし

て支払ったものである。従って，納税者のすべ

ての所得を合算して導出した所得税額からこの

所得税の前払い分を控除しなければならない。

例 1の納税者の総所得を算定してみよう。

乙こで，納税者の総所得を算定する上で注意す

べきことは，まず，この納税者が株主である企

業の内部留保と配当は，株式の保有割合に応じ

て， 乙の納税者の所得と見なされるので，企業

の法人所得 2億円の 1%である 200万円はこ

の納税者の所得となる。次に，包括的所得税で

は，給与所得であろうと資産所得であろうと，

すべて合算される総合課税である。以上から，

総所得金額1，310万円=

給与収入600万円+不動産所得360万円

+利子所得100万円+譲渡所得50万円

+企業の持分200万円

となる。ここでは，給与所得を算定するとき，

給与収入を得るための実費100万円を控除して

いる。また，配当 50万円は前述の企業の持分

の中に組み込まれている。いま，人的控除のみ

Z習めると，

課税所得額1，158万円=総所得金額1，310万円

一人的控除152万円

所得税の税率構造として，平成16年現在のも

のを用い，課税所得が330万円未満のとき税率

10%， 330万円以上で900万円未満のとき税率

20%， 900万円以上から 1，800万円未満を税率

30%とする。このとき，所得税の算出税額は

224.4万円となる。

ところが，税額控除として，法人税は株主が

支払ったものと見なされる。よって，法人税

l億円のうちの 1%である 100万円は税額控

除される。従って，
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所得税の納税額 124.4万円

=所得税の算出税額224.4万円

一税額控除 100万円

このような包括的所得税は，現実には執行が

困難であると思われる。法人所得をすべて個人

に帰着させると，多くの情報が必要となる。し

かし，包括所得税の精神は，従来，税制の基本

であったと考えられてきた。包括的所得税に近

い税のーっとしてシャウプ税制を挙げることが

できるロわが国の税制は，総合課税に向かうよ

りも，むしろフラット税の要素が強くなってい

る現在，今後の税制を考える上で究極の税制を

より入念に検討していく必要がある。
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